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７ 信頼される学校づくりの推進 

学校は、家庭や地域へ積極的に情報提供するとともに、学校評価を通して教職員が

学校運営の成果や課題を共通理解し、その結果を広く公表することで、保護者や地域

住民が学校運営について理解を深め、信頼される学校づくりを進めることができます。 

また、学校現場と教育委員会との連携を一層強化し、学校組織の機能強化とともに、

教育の直接の担い手である教職員の資質能力の向上を図ることが重要です。 

 

（１）学校組織力の向上 
 

現状と課題  

● アンケート調査では、学校園の教育活動や取組内容を保護者や地域に発信して

いるかについて、「できている」と「だいたいできている」を合わせた割合が

約 7 割となっています。今後も引き続き、保護者や地域住民が学校について

の理解を深めるため、学校の情報を積極的に公開していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 学校は、教育活動や学校運営の状況に関する情報提供を行い、学校関係者によ

る評価の実施などにより、保護者や地域住民の意向を把握して、学校運営に反

映させる必要があります。また、保護者や地域住民の理解を深める教育活動を

展開し、開かれた学校づくりに向けた取組を一層推進することが重要です。 

● 活力のある学校をつくりだすためには、学校経営における管理職のリーダーシ

ップとともに、組織マネジメント力を高めることが重要です。また、各学校に

おいては「ＰＤＣＡサイクル※」によって、多様な教育的ニーズを迅速に捉え、

改善のための具体的な方策に取り組み、さらにその結果を踏まえた次の方策を

決定する、といった改善を図ることが必要です。 

％

できている

だいたいできている

あまりできていない

できていない

わからない

無回答

17.7

51.1

12.2

2.7

15.7

0.7

0 10 20 30 40 50 60

資料：三田市の教育に関するアンケート調査結果報告書 

三田市の学校教育の取組について 
（“学校園の教育活動や取組内容を保護者や地域に発信している”の項目） 

市民（Ｎ＝1,091） 
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● 教育をめぐる問題が多様化、複雑化する中で、教育委員会が学校現場のニーズ

を的確に捉えつつ、学校組織を支え、適正かつ効果的な教育行政を学校と一体

となって進めていく必要があります。 

 

施策の方向  

学校の最新情報を積極的に発信するなど、地域に開かれた学校づくりを推進し、

保護者や地域住民が学校についての理解を深め、学校・家庭・地域の連携を進めや

すい環境づくりに取り組みます。 

また、多様な教育課題に組織的・機動的に対応する体制の確立をめざすとともに、

教育委員会と学校現場との連携を一層強化し、学校組織の機能強化を図ります。 

 

主な取組 取組内容 担当課 

学校ＨＰ等の充実 

学校・幼稚園だよりやＨＰ等、様々な媒体を活用
して、教育活動や学校運営に関する情報発信を行
うことにより、地域と協働した学校づくりを行
う。 

学校教育課 

開かれた学校・幼 

稚園づくりの推進 

学校・幼稚園の積極的な情報発信として、オープ
ンスクール※を開催するなど、学校・幼稚園の教
育に対する地域住民の理解を深め、地域で子ども
を育んでいく体制づくりを推進する。 

学校教育課 

学校評価の充実 

学校・幼稚園で行うＰＤＣＡサイクル※に基づく
学校評価の実施により、教職員が学校運営の成果
や課題を共通理解する。また、評価の公表により、
家庭・地域との連携と協働を図り、学校運営を充
実する。 

学校教育課 

学校組織運営の改

善 

管理職のリーダーシップのもと、主幹教諭等の職
の活用を図りつつ、校務分掌の見直し、危機管理
体制の整備等、教職員が協力して様々な教育課題
に組織的かつ機動的に対応する体制づくりを充
実させる。 

教育総務課 

教 育 委 員 会 と 学

校・幼稚園の連携強

化 

教育委員会が学校・幼稚園に出向き、教育現場の
実情を把握するとともに、現場の管理職や教員と
意見交換を行い、教育現場の取組や課題を共有
し、施策への反映や学校組織支援に向けた仕組み
づくりを充実させる。 

教育総務課 
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（２）教職員の資質向上 

現状と課題  

● アンケート調査では、小・中学校に対しての要望として、「教育に対する責任

感や子どもに対する愛情を持って接すること」の割合が最も高く、次いで「子

どもに将来の夢や目標を持たせ、その実現を支援すること」「教職員がわかり

やすい授業を工夫すること」の割合が高くなっています。教職員の資質能力と

して、子どもに対する愛情や責任感、実践的指導力が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  市民（Ｎ＝1,091） 

資料：三田市の教育に関するアンケート調査結果報告書 

 

● 本市では、各学校の状況や特色に応じて、共通テーマに沿って学校独自の研究

活動に取り組むとともに、教育研修所※を活用して各種研修会を開催し、教職

員の資質や実践的指導力の向上を図っています。 

● 電子黒板※やタブレットパソコン※等の整備を進めてきました。今後もＩＣＴ※

機器の充実を図るとともに、活用力を高める研修が必要です。 

 

施策の方向  

教職員が使命感と高い倫理観を保持し、豊かな人間性の涵養に努め、実践的指導

力を高めることを目的に、教育研修所※を拠点として、教職員のライフステージに

応じた研修や専門性の向上を図る研修等を実施し、学び続ける教職員を支援します。 

また、教職員の自主的・主体的な研修活動の活性化を図ります。 

％

教育に対する責任感や子どもに対する愛情を持って接すること

子どもに将来の夢や目標を持たせ、その実現を支援すること

教職員がわかりやすい授業を工夫すること

子どもに公平に接すること

生活習慣や社会規範の手本となり、指導すること

69.6

42.1

38.8

34.3

30.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80

小・中学校に対しての要望 
（要望の上位５項目）《複数回答》 



 第４章 基本施策の展開 

63 

 

 
 

主な取組 取組内容 担当課 

教職員のコンプライ

アンス※意識の向上 

コンプライアンス※研修や校内研修を継続的に行
い、教職員の意識向上を図るとともに、非違行為
を許さない職場風土づくりを進める。 

教育総務課 

教育研修所 ※機能

の強化 

教育書・教材等を置くカリキュラムセンター、タ
ブレットパソコン※、電子黒板※等を備えたＩＣＴ※

研修室、相談室、会議室等、教育研修所※の機能
を充実させるとともに、開所時間を延長して研修
や相談の機会を広く提供し、学校・幼稚園教職員
の資質・指導力の向上を図る。 

学校教育課 

教職員研修の推進 

初任者、2・3 年次等の若手教職員から、ミドル
リーダー、管理職等、それぞれのライフステージ
に応じた資質と指導力の向上を図るため、各種研
修会を開催する。また、様々な教育課題を捉え、
全教職員による研修や各学校における校内研修
を推進する。 

学校教育課 

教育研究グループ※

活動の充実 

児童生徒の思考力・判断力・表現力の育成を明確
に意識した授業の開発、指導内容・方法等につい
て、教科領域ごとの部会に分かれて研究を進め
る。また、教育課題の解決に向けて、先導的に調
査研究を進める。 

学校教育課 

ＩＣＴ ※機器等の

活用 

授業力向上に向けて、教員のＩＣＴ※活用力を高
める研修を実施し、教員による電子黒板※等のＩ
ＣＴ※機器の活用を促進する。また、HP の作成、
校務支援ソフトの活用、教科書事務等に係る実務
研修を行う。 

学校教育課 

 
５年間の目標 

基本施策７ 信頼される学校づくりの推進 

項 目 現状 目標 
（平成 33 年度） 

目標値の説明 

学校HPの年間アクセス数

が家庭数の20倍以上の学

校数 

18 校 

（平成 27 年度） 
全 29 校 

開かれた学校づくりを推進するためには
学校ＨＰの活用等による情報発信が必要
である。保護者が月２回以上学校ＨＰを
閲覧することを目標として設定 

教育研修所※で研修した教

員数（延べ） 
－ 2,500 人 

教職員の資質と指導力の向上を図るた
め、教育研修所※機能を充実させることが
必要である。毎年 500 人以上の教員が、
自身の研修のために教育研修所※に来所
することを目標として設定 

教育研究グループ※研究員

の割合 

20% 

（平成 27 年度） 
20%を維持 

実践的指導力の向上を図る場として、教
科ごとの教育研究グループ※活動を実施
している。研究の充実と参加教員数が重
要であると捉え、現状の 20％維持を目標
として設定 

ＩＣＴ※機器を授業で使用

したことがある教員の割

合 

電子黒板※を使っ

て授業したことが

ある教員の割合 

54.0％ 

（平成 27 年度） 

80.0％ 

情報教育の推進に向けて、今後ＩＣＴ※機
器の活用は欠かせないものである。その
ため、８割を超える教員が電子黒板※等Ｉ
ＣＴ※機器を活用して指導できることを
目標として設定 



第２期三田市教育振興基本計画 
 

64 

８ 教育環境の整備・充実 

今後、少子化が進展する中で、子どもにとって望ましい教育環境の整備を進める

とともに、情報化社会に対応した魅力ある学校づくりを実現することが求められます。 

また、子どもが安全な環境の中で、安心して学校生活が送れるよう、学校施設等の

整備・充実を進め、子どもの安全を確保する体制づくりに努めるとともに、教職員の

職場環境を整えていくことが必要です。 

 

（１）時代の変化に対応した教育環境整備 

現状と課題  

● アンケート調査では、子どもの数の減少により、市立の幼稚園及び小中学校が

小規模化していくことについて、「どちらかといえば望ましくない」「望ましく

ない」を合わせた割合が約６割となっており、その理由として「子どもが多様

な個性と触れ合う機会が少なくなる」の割合が最も高くなっています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：三田市の教育に関するアンケート調査結果報告書 

 

％

望ましい

どちらかといえ
ば望ましい

どちらかといえ
ば望ましくない

望ましくない

わからない

無回答

5.4

17.9

46.7

15.4

12.9

1.7

5.3

21.2

40.4

16.9

12.3

4.0

0 10 20 30 40 50 60
％

子どもが多様な個性と触れ
合う機会が少なくなる

切磋琢磨する機会が少なく
なる

多様な考えに触れる機会が
少なくなる

部活動などの数や部員が少
なくなり、運営に支障がでる

集団活動・行事に支障がでる

コミュニケーション能力が育
ちにくくなる

ＰＴＡ活動等において、保護
者への負担が大きくなる

その他

特にない

わからない

無回答

61.6

44.2

43.9

36.0

32.1

24.1

22.7

5.0

0.3

60.6

43.6

52.2

37.8

42.2

21.1

9.7

11.9

0.8

0.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

0.1

0.1

市立の幼稚園及び小中学校の小規模化
について望ましくない理由《複数回答》 

市立の幼稚園及び小中学校の小規模化
について《単数回答》 

市民（N = 677）

教職員（N = 360）

市民（N = 1,091）

教職員（N = 628）
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● 高度情報通信ネットワーク社会が進展する中で、子どもの情報活用能力を育成 

するため、ＩＣＴ※機器やデジタル教材※等の整備を進め、活用できる環境づ

くりが必要です。 

 
  
施策の方向  

子どもの数の推移を見据えながら小中学校や幼稚園の適正規模・適正配置※等を検

討し、子どもにとって望ましい学習集団を形成する環境づくりに努めます。 

また、学習指導の更なる充実を図るため、ＩＣＴ※機器の整備等、魅力ある学校

づくりに向けて取り組みます。 

 

主な取組 取組内容 担当課 

市立幼稚園のあり
方の検討 

認定こども園※（幼保一体化施設）への移行も視
野に入れながら、保育サービスの拡充に向けて保
護者等のニーズを踏まえ、審議会において市立幼
稚園の望ましいあり方について検討する。 

教育総務課 
学校教育課 

小中学校の適正規
模・適正配置※の検
討 

小中学校の適正規模・適正配置※について課題整
理を行うとともに、有識者等で構成する審議会を
設置し、基本方針を策定する。その基本方針をも
とに、保護者や地域住民の意見を踏まえながら、
子どもの教育的観点に立った望ましい具体策を
検討する。 

教育総務課 
学校教育課 

ＩＣＴ ※機器やデ
ジタル教材 ※の整
備・充実 

子どもの学習意欲を高め、わかりやすい授業づく
りを推進するため、電子黒板※や大型テレビ、タ
ブレットパソコン※等のＩＣＴ※機器やデジタル教
材※の導入・整備を図る。 

学校教育課 

456 425 403 413 367 363 359

6,143 6,055 6,042 6,022 6,023

3,553 3,325 3,168 2,968 2,874

397 363497

7,488
7,851

7,091
6,696 6,517

3,716
4,336 4,226 4,137 3,914

1412
0

2,000

4,000

6,000

8,000

平成
19年度

平成
20年度

平成
21年度

平成
22年度

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

平成
28年度

(人)

幼稚園

小学校

中学校

特別支援学校

市立学校及び幼稚園の園児・児童・生徒数の推移（各年度５月１日現在） 

資料：学校基本調査 
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（２）学校施設等の整備・充実、安全体制の確保 

現状と課題  

● アンケート調査では、子どもの安全・安心な学校生活に必要な取組として、「施

設の安全対策」や「交通安全・防犯対策等の教育」が高くなっています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
         

 

 

 

 

市民（Ｎ＝1,091） 

資料：三田市の教育に関するアンケート調査結果報告書  

 
● 子どもが安心して学校生活を送れるよう、登下校時の安全確保も含め、学校・

家庭・地域が連携して子どもを見守る取組を継続していく必要があります。 

● 子どもに栄養バランスのとれた給食を提供するため、完全給食を実施していま

す。今後も安全・安心でおいしい食材の選定を行い、地産地消※の推進等によ

り安定した給食の提供に努めるとともに、衛生面に配慮した給食センターの運

営を行っていく必要があります。 

 
施策の方向  

安全で安心な学習環境を確保し、効率的で効果的に施設を運営するため、学校施

設等の整備・充実に努めます。また、家庭・地域と連携して、子どもの登下校を含

めた学校の安全を確保する体制づくりの充実に取り組みます。 

さらに、安全・安心でおいしい学校給食を安定して提供していけるよう、安全管

理体制の向上を図ります。 

 

％

施設の安全対策

交通安全・防犯対策等の教育

不審者の侵入対策

登下校時の見守り

防災・防犯訓練

その他

特にない

わからない

無回答

28.5

22.6

13.7

13.6

5.7

2.8

1.1

2.2

9.7

0 10 20 30 40

子どもの安全・安心な学校生活や幼稚園・保育所（園）・認定こども園での 
生活の充実のために必要な取組《単数回答》 
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主な取組 取組内容 担当課 

施設の整備・充
実 

学校・幼稚園の校舎・園舎等の大規模改修を計画的
に行うため、施設の長寿命化計画を立て、空調設備、
エレベーター、階段手摺等の設置やトイレの洋式化
を進めるとともに、バリアフリーや省エネ等にも配
慮した施設整備を行う。 

教育総務課 

学校安全体制の
充実 

学校において、災害に備えた適切な施設設備の整
備・点検を行うとともに、地域の避難所となる場合
の対応を含め、防災体制の充実に努める。また、学
校・幼稚園に設置している防犯カメラや警備システ
ム等の活用を行い、安全管理に関する施設面の充実
を図る。 

教育総務課 
危機管理課 

登下校時の安全
確保 

通学路の安全点検の実施や防犯カメラの設置など
により、安全で安心な通学環境の整備を行う。また、
こども安全パトロール車※の巡回や学校・ＰＴＡ・
地域・関係機関の連携による見守りを推進するとと
もに、「こども 110 番の家※」の状況を点検し、通
学路周辺の家庭や店舗への更なる登録を推進する。 

教育総務課 
危機管理課 

健やか育成課 

学 校 給 食 の 安
全・安心の確保 

「学校給食衛生管理マニュアル※」や「学校給食異
物混入防止対策マニュアル※」に基づき、食材の購
入から調理、給食の提供に至るまで、施設・人の衛
生面を含め、安全管理の徹底を図る。 

学校給食課 
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（３）教職員が子ども一人一人に向き合うための環境整備 
 

現状と課題 

● アンケート調査では、9 割以上の教職員が職務について忙しいと感じており、

負担感を感じている業務として、「事務処理」「調査・報告書作成」が高くなっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教職員（Ｎ＝628） 

資料：三田市の教育に関するアンケート調査結果報告書 

 

● 教職員が子ども一人一人に向き合う時間を確保する取組として、給食費の公会

計化や校務支援システム※の導入等を行い、校務の負担軽減に対する支援を行

いました。今後も校務の負担軽減に対する支援や教職員のメンタルヘルス※へ

の対策等、教職員の職務環境の整備を進めていく必要があります。 

 

％

感じている

どちらかというと
感じている

どちらかというと
感じていない

感じていない

無回答

69.6

24.2

3.0

0.3

2.9

0 20 40 60 80

職務について忙しいと感じているか
《単数回答》 

負担感を感じている業務、時間をかけ
ている業務《複数回答》 

教職員（Ｎ＝628） 

負担感を感じている業務

時間をかけている業務

事務処理

調査・報告書作成

会議・打合せ

園務・校務分掌

保護者・ＰＴＡ対応

研究・研修

地域・行政・関係団体対応

部活動指導

各種行事

生徒指導

登下校指導

保育・授業の準備

学級経営・学年経営

授業以外での学習指導

その他

無回答

46.0

39.8

23.1

20.2

16.9

13.5

4.1

10.5

30.4

60.5

41.9

5.6

4.3

10.7

7.0

2.9

2.4

2.1

14.8

12.4

2.7

9.9

23.2

11.3

18.0

21.8

11.1

19.6

7.0

12.7

1.0

2.2

％
0 20 40 60 80
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施策の方向  

教職員の勤務時間の適正化や校務の情報化を推進するとともに、教職員のメンタ

ルヘルス※の保持増進を図り、教職員が子ども一人一人に向き合う時間を確保でき

るよう、環境整備を進めます。 

 

主な取組 取組内容 担当課 

勤務時間適正化の
推進 

勤務時間適正化推進委員会を組織し、各学校間の
情報共有を行い、定時退勤やノー部活デーの完全
実施、校務の負担軽減に向けた取組等、対策を講
じていく。 

教育総務課 

校務の情報化の推
進 

校務支援システム※の構築とサポート体制の充実
を図る。情報を共有することで、校務の効率化を
進め、子どもと向き合うための時間を確保する。 

学校教育課 

教職員のメンタル
ヘルス ※の保持増
進 

教職員の心身の健康管理に配慮するとともに、研
修の実施や相談体制の充実を図り、教職員の精
神・神経系疾患を未然に防止する。また、疾患に
至った教職員に対しては、職場復帰等をサポート
する体制を整備する。 

教育総務課 

 
 

５年間の目標  

基本施策８ 教育環境の整備・充実 

項 目 現状 目標 
（平成 33 年度） 

目標値の説明 

大型テレビを設置してい

る小中学校の普通教室の

割合 

49.4% 

（平成 28 年度） 
100% 

ＩＣＴ※機器を活用した授業を普通教室
において、いつでも行える環境づくりが
必要である。各小中学校の全ての普通教
室に設置することを目標として設定 

※平成28 年度現在大型テレビを設置して
いる普通教室（310教室のうち153教室） 

「こども 110 番の家※」

箇所数 

874 箇所 

（平成 27 年度） 
1,040 箇所 

地域ぐるみで子どもの安全を守る取組を
推進するため、箇所数の増加を目標とし
て設定 

 

 


